
議案第３９号資料  街づくり計画部建築指導課  

 

１ 事 業 名 

所沢市建築・開発関係手数料条例の一部改正 

 

２ 事業の概要 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部改正、建築基準

法の一部改正及び租税特別措置法の一部改正に伴い、所要の改正を行うも

のである。 

【改正概要】 

⑴ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の題名が改正さ

れたことに伴う改正  

⑵ 建築基準法の一部が改正され、既存不適格建築物について安全性

等の確保を前提に接道義務及び道路内建築制限の遡及適用が可能と

なったことに伴う審査手数料の新設  

⑶ 租税特別措置法の一部が改正され、特定の民間再開発事業制度に

係る認定事務が廃止されたことに伴う審査手数料の削除  

 

３ 他自治体の類似する政策等 

法令の改正に伴うものであり、他の自治体においても同様の条例改正を

予定している。 

 

４ 市民参加の実施の有無とその内容 

なし 

 

５ 関係法令、基本計画との整合性 

建築基準法、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律、租税

特別措置法 

 

６ 事業費及びその財源等 

なし 
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７ その他 

 添付資料 

  ・新旧対照表 

  ・所沢市建築・開発関係手数料条例の一部改正に関する概要資料 
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新 旧 
 

議案第３９号 所沢市建築・開発関係手数料条例の一部を改正する条例 

 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２７

条の規定に基づき徴収する手数料のうち、建築基準法（昭和２５年法

律第２０１号）、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）、租税特

別措置法（昭和３２年法律第２６号）、屋外広告物法（昭和２４年法

律第１８９号）、長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０

年法律第８７号）、都市の低炭素化の促進に関する法律（平成２４年

法律第８４号）、マンションの建替え等の円滑化に関する法律（平成

１４年法律第７８号）及び建築物のエネルギー消費性能の向上等に関

する法律（平成２７年法律第５３号）に規定する事務並びにこれらに

関連する事務に係る手数料について必要な事項を定めるものとする。 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２７

条の規定に基づき徴収する手数料のうち、建築基準法（昭和２５年法

律第２０１号）、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）、租税特

別措置法（昭和３２年法律第２６号）、屋外広告物法（昭和２４年法

律第１８９号）、長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０

年法律第８７号）、都市の低炭素化の促進に関する法律（平成２４年

法律第８４号）、マンションの建替え等の円滑化に関する法律（平成

１４年法律第７８号）及び建築物のエネルギー消費性能の向上に関す

る法律（平成２７年法律第５３号）に規定する事務並びにこれらに関

連する事務に係る手数料について必要な事項を定めるものとする。 

別表第２（第２条、第４条関係） 別表第２（第２条、第４条関係） 

建築基準法関係手数料（市長への申請に係るものに限る。） 建築基準法関係手数料（市長への申請に係るものに限る。） 

 項 区分 金額   項 区分 金額  

 １～ 

４４ 

略   １～ 

４４ 

略  

    

 ４５ 建築基準法施行令（昭

和２５年政令第３３８

号。以下この表におい

て「令」という。）第

１３７条の１２第６項

の規定に基づく既存建

築物の大規模の修繕又

は大規模の模様替の緩

和の認定の申請に対す

る審査 

２７，０００円    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

  

-
 
1
2
9
 
-



 ４６ 令第１３７条の１２第

７項の規定に基づく既

存建築物の大規模の修

繕又は大規模の模様替

の緩和の認定の申請に

対する審査 

２７，０００円       

    

    

    

    

 ４７ 令第１３７条の１６第

２号の規定に基づく建

築物の移転の認定の申

請に対する審査 

略   ４５ 建築基準法施行令（昭

和２５年政令第３３８

号）第１３７条の１６

第２号の規定に基づく

建築物の移転の認定の

申請に対する審査 

略  

    

    

    

    

    

 ４８

～ 

５０ 

略   ４６

～ 

４８ 

略  

    

    

別表第４（第２条関係） 別表第４（第２条関係） 

租税特別措置法関係手数料 租税特別措置法関係手数料 

 項 区分 金額   項 区分 金額  

 １・２ 略   １・２ 略  

   ３ 租税特別措置法施行令（昭和３２年政令

第４３号。以下この表において「令」と

いう。）第２０条の２第１４項又は第

３８条の４第２３項の規定に基づく特定

の民間再開発事業の認定の申請に対する

審査 

３１，０００円  

    

    

    

    

    

 ３ 租税特別措置法施行令（昭和３２年政令

第４３号。以下この表において「令」と

いう。）第２５条の４第２項の規定に基

づく特定民間再開発事業の認定の申請に

対する審査 

略   ４ 令第２５条の４第２項の規定に基づく特

定民間再開発事業の認定の申請に対する

審査 

略  

    

    

    

    

 ４ 略   ５ 略  

別表第９（第２条関係） 別表第９（第２条関係） 

  

-
 
1
3
0
 
-



建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律関係手数料 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律関係手数料 

 項 区分 金額   項 区分 金額  

 １ 建築物のエネ

ルギー消費性

能の向上等に

関 す る 法 律

（以下この表

に お い て

「 法 」 と い

う。）第１２

条第１項又は

第１３条第２

項の規定に基

づく建築物エ

ネルギー消費

性能適合性判

定 

略   １ 建築物のエネ

ルギー消費性

能の向上に関

する法律（以

下この表にお

いて「法」と

い う 。 ） 第

１２条第１項

又は第１３条

第２項の規定

に基づく建築

物エネルギー

消費性能適合

性判定 

略  

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 ２～７ 略   ２～７ 略  

 ８ 建築物のエネ

ルギー消費性

能の向上等に

関する法律施

行規則（平成

２８年国土交

通 省 令 第 ５

号）第１１条

の規定に基づ

く軽微な変更

に該当してい

ることを証す

る書面の交付

の申請に対す 

略   ８ 建築物のエネ

ルギー消費性

能の向上に関

する法律施行

規 則 （ 平 成

２８年国土交

通 省 令 第 ５

号）第１１条

の規定に基づ

く軽微な変更

に該当してい

ることを証す

る書面の交付

の申請に対す 

略  

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

  

-
 
1
3
1
 
-



  る審査     る審査   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  
 

-
 
1
3
2
 
-



 

  ※背景：2050 年カーボンニュートラル、2030 年度温室効果ガス 46%削減の実現に向け、  

      建築分野においても、省エネルギーの徹底に加え、再生可能エネルギーの利用 

      拡大の取り組み強化が不可欠とされる。 

     このため、法目的について、「エネルギー消費性能の向上」に加え「建築物の 

     再生可能エネルギー利用設備の設置の促進」を図ることを明確化する必要が 

     ある。 

所沢市建築・開発関係手数料条例の一部改正に関する概要資料 

 

１ 条例改正事項 

第 1条【趣旨】 

〇法律題名の改正 （令和６年４月１日施行） 

※建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の題名改正に伴う改正 

 

別表第２【４５の項】【４６の項】建築基準法関係 

〇建築基準法おける認定申請の審査手数料を新設 （令和６年４月１日施行） 

※既存不適格建築物について接道義務及び道路内建築制限の認定が追加されたことに  

 伴う審査手数料の新設 

 

別表第４【３の項】租税特別措置法関係 

〇特定の民間再開発事業における認定申請の審査手数料を削除 (公布の日から施行） 

 ※特定の民間再開発事業制度に係る認定が廃止されたことに伴う審査手数料の削除 

 

別表第９【題名】【１の項】【８の項】建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律

関係 

〇法律題名の改正（令和６年４月１日施行） 

※建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の題名改正に伴う改正 

  

２ 法改正の概要 

（１）建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（条例第１条及び別表第９関係）  

    

＜法律題名の改正＞ 

 「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を 

 「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律」に改正 
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  ※背景：接道義務や道路内建築制限の既存不適格となっている建築物について、大規模 

      修繕等となる省エネ改修等を行う場合には現行規定が適用されてしまい、省エ 

      ネ改修等自体を断念してしまう。 

既存 

既存 

建築基準法上の道路 建築基準法上の道路 

既存 

 

2 項道路 
2m 

4m 

建

築

が

制

限

さ

れ

る

部

分 

建

築

が

制

限

さ

れ

る

部

分 

接道義務（法第 43 条第 1項） 

が不適格の場合に認定が可能に 

道路内建築制限（法第 44 条第１項） 

が不適格の場合に認定が可能に 

建
築
基
準
法
上
の
道
路
で
は
な
い
通
路 

建
築
基
準
法
上
の
道
路
で
は
な
い
通
路 

（２）建築基準法（条例別表第２関係）           

 

 ＜認定の追加（４３条、４４条）＞ 

    既存不適格建築物について、安全性等の確保を前提に接道義務・道路内建築制限の

遡及適用の合理化を図るために認定を追加 

 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （３）租税特別措置法（条例別表第４関係）          

 

＜認定の廃止＞ 

特定の民間再開発事業制度に係る土地の譲渡所得等の課税特例に係る認定を廃止 

 

既存 

大規模修繕等 

(省エネ改修等) 

利用者の増加が見

込まれる用途変更

を伴わないものに

限る 

特定行政庁が交通

上、安全上、防火上及

び衛生上支障がない

と認めるもの 

周囲の環境を悪化

させるおそれがあ

る形態の変更を伴

わないものに限る 

のに限る

特定行政庁が通行

上、安全上、防火上

及び衛生上支障が

ないと認めるもの 

大規模修繕等 

(省エネ改修等) 
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